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開発行為に関する水道施設基準
Ⅰ　目    的

この基準は、開発行為等を行う者（以下　「事業者」という。）が長崎市上下水道局（以下　「局」　という。）から上水道の供給を受けるため自ら当該開発区域の水道施設を施工する場合の水道施設整備に関し、必要な事項を定めるものとする。
Ⅱ　基本計画

1　 給水区域
 給水区域は、長崎市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（昭和41年長崎市条例第38号）第3条第2項に規定する区域とする。
2　 計画給水人口
   計画給水人口は、別途定める公益的施設整備基準による。
3　 計画給水量
計画給水量は、別途定める公益的施設整備基準による。
Ⅲ　配水施設計画
〔１〕　総　　　則
1　 計画配水量
配水管の計画配水量は、平時においては計画時間最大給水量、火災時においては計画1日最大給水量の1時間当りの水量と消火用水量との合計とする。
2　 計画時間最大給水量
計画時間最大給水量は、1日最大給水量の1時間量の1.5倍とする。
3　 消火用水量
消火用水量は、消火栓1栓当りの放水量を１m３/分以上とし、同時に開放する消火栓の   数はその開発の規模により異なるが、１火点について少なくとも2栓が集中放水するものとして算出する。
4　 配水方式
配水方式は、自然流下方式とする。
5 配水施設の配置
配水施設の配置は、次の各号によるものとする。

（1） 配水施設は、他の配水施設との調整及び維持管理が容易にできる位置に設けること。
（2） 配水管は、原則として網目になるよう配置すること。
（3） 地盤の高低が著しいときは、配水管の水圧を適当な範囲に保つため、高さに応じて    給水範囲の区分をして施設を配置すること。
（4） 災害を考慮して配置すること。
６　配水施設の構造

　　配水施設は、地震や風水害等に備えた十分安全な構造とし、管種、継手構造の選定においても同様とする。

〔２〕　配 水 池
1　 構造及び形状寸法
配水池の構造及び形状寸法は、次の各号に適合すること。
（1） 原則として2池とし、やむをえず1池になる場合は隔壁により分割すること。
（2） 構造的、衛生的に安全で十分な耐久性、耐震性かつ水密性を有すること。
（3） 基礎は、所要の支持力を有する基礎地盤に設置し、十分な安定性を有すること。
（4） 有効水深は、3～6m程度を標準とすること。
（5） 配水池の余裕高及び勾配は、次のア～ウに適合すること。
1 高水位から配水池上床版まで30cm以上の余裕高をとること。
2 池底は、低水位より15cm以上低くすること。
3 池底には、排水のために適当な勾配をつけること。
2　 容   量
配水池の容量は次の各号をもとに決定する。
（1） 有効容量は、計画1日最大給水量の12時間分を標準とする。
（2） 消火用水として加算する水量は、〔１〕総則第3項により算出した水量の1時間分とする。
3　 流入管及び流出管
配水池の流入管及び流出管は、次の各号に適合すること。
（1） 流入管には、配水池直前に排水管を設けること。
（2） 池水が停滞しないように池の形と構造を考慮して、その位置及び数を決定すること。
（3） 流出管の流出口中心高は、低水位から管径の2倍以上低くすること。
（4） 管が配水池の壁体を貫く所は、水密性に注意し、壁の外側の近くに可とう性の伸縮継手を設けること。
（5） 流入管には、仕切弁を設置すること。
（6） 流出管には、電動弁及び流量計を設置すること。
４　越流設備及び排水設備
   配水池には、越流及び排水設備を設けること。
（1） 越流設備
1 高水位に設け、らっぱ口とすること。
2 越流管は、流入管と同口径以上とすること。
（2） 排水設備
1 池底の最低部に排水管を設け、これに仕切弁を設けること。
2 排水管の口径は、低水位以下の水量及び排水時間を考慮して決定すること。
５　換気装置及び人孔
   配水池には換気装置及び人孔を設けること。
（1） 換気装置
1 １日最大給水量の流量に相当する空気量が自由に出入りできる断面積を有し、その数はできる限り少なくすること。
2 外部からの雨水、塵埃及び小動物等が入らない構造とすること。
3 監査廊又は監視室がある場合は、その出入り口上屋に設けること。
  （２） 人   孔
      雨水の流入しない構造とし、鎖錠を設けること。

６　仕切弁室
   原則として仕切弁は１箇所に集めて、仕切弁室を設けること。
７　水位計
   配水池には見やすい場所に水位計を設け、必要に応じて水位指示計と連動する警報設備を設けること。
８　ポンプ設備及び電気計装設備
  　ポンプ設備及び電気計装設備については、別途協議のうえ仕様を決定すること。
９　配水池用地
   配水池用地は、施設を管理するうえで支障がないように、構造物から用地の端までの距離が十分確保できる広さとする。　　　　
10　その他の施設
   その他の施設については、局と十分協議のうえ計画・施工すること。
〔３〕　減 圧 槽
1　 構造及び形状寸法
〔2〕配水池第1項に準ずる。
2　 容  量
 計画1日最大給水量の12時間分を標準とする。 
3　 流入管、流出管及び側管

減圧槽の流入管、流出管及び側管は、次の各号に適合すること。
（1） 流入管、流出管には、仕切弁を設置すること。

（2） 側管は、減圧槽を経由しないで直接送水できるよう必要に応じて設けること。また、側管には仕切弁を設けること。

（3） その他については、〔２〕配水池第3項に準ずる。

4　 越流設備及び排水設備
〔２〕配水池第4項に準ずる。
5　 換気装置及び人孔
〔２〕配水池第5項に準ずる。     
6　 水位調整弁
    水位調整弁は、局と十分協議のうえ局の指示する調整弁を設けること。
7　 減圧槽用地
〔２〕配水池第9項に準ずる。
〔４〕　配 水 管
１　管   種
    配水管の管種は、次の各号により選定する。
（1） 内外圧に対して安全であること。
（2） 管径に対して適当であること。
（3） 埋設条件及び埋設環境に適合した施工性を有すること。
（4） 水質に悪影響を及ぼさないこと。
（5） 日本工業規格（JIS）、日本水道協会（JWWA）規格、日本ダクタイル鉄管協会（JDPA）規格、日本水道鋼管協会（WSP）規格等のいずれかの規格に適合したものであること。
２　水   圧
   配水管の水圧は、次の各号に適合すること。
（1） 最大静水圧は、原則として0.74MPaを超えないこと。
（2） 最小動水圧は、0.15MPa以上とすること。
（3） 最大動水圧は、0.50MPa程度とすること。
３　管   径
 配水管の管径は、次の各号をもとに決定する。
（1） 平常時、火災時のいずれにおいても管路の動水圧が設計上の最小動水圧以上となり、かつ配水区域内における水圧の分布が均等になること。
（2） 管径算定に当たっては、配水池及び減圧槽の水位はいずれも低水位をとること。
４　配   置
  配水管の配置は、次の各号に適合すること。
（1） 配水管は、行き止まり管を避け、網目式に配置すること。やむを得ず行き止まり管となるときは、その末端に排水設備を設けること。
（2） 系統を異にする2以上の配水区域になる場合は、それらの境界にある配水管を相    互に連絡することが望ましい。
（3） 道路幅員が6ｍを超える場合は、原則として道路の両側に配置すること。
５　埋設位置及び深さ
 　　　配水管の埋設位置及び深さは、次の各号によって決定する。
（1） 配水管を布設する場合は、道路法及び関係法令によるとともに、道路管理者との    協議によること。
（2） 埋設の深さは、管の頂部と路面との距離を1.2m以上とること。ただし、施工上やむを得ない場合にあっては0.6mまで減少することができる。
（3） 地下埋設物と交差又は近接して布設するときは0.3m以上の間隔を保つこと。
（4） 埋設位置は、原則として道路端より1.0mの箇所に布設すること。
（5） 埋設位置に岩盤、コンクリート魂等の支障物が出た場合には、床面を平らに仕上げ基礎砕石を10cm敷均し、管を布設すること。
6　 仕 切 弁
配水管の仕切弁は、次の各号に適合して設置すること。
（1） できる限り少数の仕切弁操作により断水区域を小範囲にとどめられるよう配置するこ と。
（2） 配水管の分岐点では、分岐管に設けるとともに原則として本管の分岐点下流側に    も設けること。
（3） 重要な伏せ越し部、橋、軌道横断等の前後、排水管及び系統の異なる配水管の    連絡部分に設けること。
（4） 前号以外の箇所でも必要に応じて設けること。
7　 空 気 弁
空気弁は、次の各号に適合すること。
（1） 管路の凸部に設けること。
（2） 補修弁を付けること。
（3） 埋設管の場合は、弁室を設け、必要な高さまで継ぎ足し管を取り付けること。
8　 消 火 栓
消火栓は、次の各号に適合すること。
（1） 道路の交差点、分岐点付近等の消火活動に便利な箇所に設け、途中においても沿    線の建物の状況に応じ100m～200m間隔に設置すること。
（2） 単口消火栓は、管径150㎜以上、双口消火栓は管径300㎜以上の配水管に取り付けること。
（3） 消火栓の口径は、65㎜とし補修弁を付けること。
（4） 埋設管の場合は、消火栓に弁室を設けること。
９　測 定 栓
測定栓は、水の有効利用を図るためのブロック配水計画を目的とする維持管理用の施設であり、その設置に当たっては次の各号に適合すること。
（１） 　測定栓を利用する小ブロック管網は、開発区域内の給水密度、給水状況を考慮し、原則として測定栓は、配水支管延長2㎞に対して１箇所設置することを基準とする。ただし、2㎞以下であっても維持管理上必要なときは、この限りではない。
（2） 測定栓は、原則として口径75㎜以上の配水支管に取付けるものとすること。
（3） 設置場所は、夜間流量測定作業が容易にできる場所に設置すること。
（4） その他、詳細については別途協議する。
10　排水設備
排水設備は、次の各号に適合するように設置すること。
（1） 排水路又は河川のある付近を選んで、管路の凹部に設けること。
（2） どろ吐き管径は、本管の1／2を標準とする。なお、放流が可能であれば寸法を大    きくすることが望ましい。
（3） どろ吐き管は、網目の各ブロックごとに設置することが望ましい。
（4） どろ吐き口附近の護岸は、放流水によって浸食又は破壊されないように堅固に築造    すること。
（5） どろ吐き管には、必ず仕切弁（止水弁）を取り付け、主管にも仕切弁（止水弁）を設    けること。
1１　伸縮継手
    伸縮継手は、次の各号に適合すること。
（1） 伸縮自由でない継手を用いた管路の露出部には、20～30m間隔に伸縮継手を設    けること。
（2） 水道用塗覆装鋼管を布設する場合には、必要に応じ伸縮継手を設けること。
（3） 軟弱地盤や構造物との取り合い部など不同沈下のおそれのある箇所には、たわみ性の大きい伸縮継手を設けること。
12　異形管の防護
   異形管の防護は、継手部が離脱するのを防止するために行うものであり、次の各号に適合すること。
（1） 異形管には、離脱防止継手を設置すること。
（2） 管路一体化長さ（拘束長）は、現場の条件に応じて算出すること。
（3） 継輪使用の場合は、必ず特殊押輪を使用すること。
（4） 栓止め部における離脱防止継手の一体化長さは計算によること。
13　管の明示
   管の誤認を避けるため次の各号に適合すること。
（1） 標示テ－プは青色とし、管の天端に縦貼りするとともに、管長４m以下は1本当り３箇所、管長５m～６mは1本当り４箇所、受口及び挿口部は、端部から20cmの位置に二重巻きすること。
（2） 標識シ－トは、路面下（20cm～60cm）に敷設すること。
14 電食及びその他の腐食防止
   管は電食及びその他の腐食防止のため、次の各号によって布設すること。
（1） 電食のおそれのある地域に布設するときは、状況を十分調査の上、あらかじめ電食    防止上適切な措置を取ること。
（2） 塩水等の浸食を受けるおそれのある地域に布設するときは、状況を十分調査の上、    管種の選定を慎重に行うほか、あらかじめ防食上適切な措置を取ること。
（3） ダクタイル鋳鉄管には、ポリエチレンスリーブ被覆を施工すること。
（4） 硬質塩化ビニルライニング鋼管には、防食テープを巻くこと。

15 特殊工事等
   圧入工事、水管橋、橋梁添架、河川伏せ越し、不断水工事等については、局と十分協議し、工事の計画、施工を行うこと。
16 その他
　　　この基準に特に定めのない事項は、局と協議を行うこと。
Ⅳ　配水施設工事申請（許可）の手続事項
1　 事前協議
事業者は、開発予定区域の位置、用途及び給水方法について、局と事前に協議すること。
２　配水施設工事の申請（許可）
開発行為にかかる配水施設工事の許可を受ける場合は、別紙様式（様式１）に地況図、設計図、その他必要な書類を添付して提出しなければならない。
（1） 必要な書類


（2） 設計図面は別表の凡例記号に基づき作成すること。
（3） 申請書の大きさは、Ａ４判とし、ファイルに綴じること。
（4） 提出する申請書は2部とする。

３　工事施工に伴う各種検査及び竣工検査
配水施設の施工及び竣工時に次の各項の検査及び試験を受けなければならない。

（1） 材料検査
使用する配水施設材料は、事前に材料検査願を提出し、材料検査を受けなければならない。
（2） 水圧検査
局の指示する方法により水圧検査を受けなければならない。

（3） 竣工検査
配水施設工事完了後、水圧検査に合格した時点で竣工図面を添付した竣工検査願（様式2）を提出し竣工検査を受けなければならない。なお、必要に応じて、局係員の中間検査を受けなければならない。
1 竣工図面は管路、管種、管径延長を朱書とする（専用管を除く）。
2 竣工検査願の大きさは、Ａ４判とし、ファイルに綴じること。
3 提出する竣工検査願は2部とする。
4 提出する竣工写真は1部とする。

４　配水施設の譲渡申請
完成した配水施設を移管（無償譲渡）する場合は、竣工検査合格後、別紙様式（様式３）に地況図、精算設計書、竣工図面、竣工写真、その他必要な書類を添付して提出しなければならない。
（1） 必要な書類

（2） 竣工図面は、管路、管種、管径延長を朱色とする（専用管を除く）。
（3） 申請書の大きさは、Ａ４判とし、ファイルに綴じること。
（4） 提出する申請書は４部とする。
（5） 提出する竣工写真は2部とする。
５　かし担保
事業者は、配水施設の譲渡手続完了の日から2年間、譲渡施設及び工事施工に伴う瑕疵を補修し、またはその瑕疵によって生じた滅失、もしくは、き損に基づく損害を賠償しなければならない。
６　土地の譲渡申請
完成した配水タンク等の設置用地を無償譲渡する場合は、配水施設竣工検査合格後、別紙（参考）に基づき必要な書類を添付して提出しなければならない。
７　給水の開始
通水、洗管作業は局の指定日に局係員の指示により行い、給水開始日は竣工検査完了後、局が指定する。
８　給水装置
給水装置の計画及び施工は、長崎市水道事業給水条例及び長崎市水道事業給水条例施行規程並びに給水装置の施設基準に関する規程による。

（様式１）
  年  月  日
（あて先）長崎市上下水道事業管理者
                                           申請者   住 所
                                                    氏 名　　　　　　　　　　　印
配水施設工事申請書
   長崎市     町      番地に給水を受けたいので配水施設工事を申請します。
なお、工事については長崎市水道事業給水条例、同条例施行規程及び開発行為に関する水道施設基準に基づき、工事申請者の負担において施工いたします。
記
1　 配水管の布設場所
2　 用    途
3　 給水戸数及び給水量
4　 給水方式
5　 添付書類 ……… 地況図、設計書、給水計画平面図
6　 施設の管理 …… （１）上下水道局へ譲渡　・（２）専用給水装置
7　 施工業者名
8　 設計者氏名
（様式２）
  年  月  日
（あて先）長崎市上下水道事業管理者
                                           申請者   住 所
                                                    氏 名　　　　　　　　　　　印
竣 工 検 査 願
                                            の配水施設工事が完了いたしましたので竣工検査をお願いいたします。
記
1　 所在地及び名称
2　 竣工年月日       　　    年  月  日
3　 施工業者名
4　 添付図書           給水計画平面図（Ｓ＝1:500）
                       　　　配管詳細図
                       　　　仕切弁等の位置図
                       　　　各種構造物配置図（Ｓ＝1:100）
                           　　　 〃   平面図、断面図、詳細図（Ｓ＝1:50）
                      　　　 竣工写真1部（管路を朱書）
※検査願提出部数 ……2部
（様式３）
  年  月  日
（あて先）長崎市上下水道事業管理者
                                           申請者   住 所
                                                    氏 名　　　　　　　　　　　印
譲 渡 申 請 書
  下記のとおり配水施設を無償無条件で譲渡いたしたいので、関係書類を添えて申請します。
記
            譲 渡 物 件
                 （添付書類）
                      １　誓    約    書
                   ２　精 算 設 計 書
                   ３　竣  工  図  面
                   ４　竣  工  写  真
（様式４）
誓    約    書
  年  月  日
（あて先）長崎市上下水道事業管理者
                                           申請者   住 所
                                          （事業者）　 氏 名　　　　　　　　　　　印
                                           施工者   住 所
                                                    氏 名　　　　　　　　　　　印
設置場所
給水戸数
配水施設の譲渡について、次のことを誓約します。
（誓約事項）
1　 工事が竣工検査に合格した後、配水施設を無償無条件で貴局へ譲渡します。
                                                  （配水施設図面添付）
2　 配水施設を譲渡した日から２年間、工事施工の瑕疵によるものと認められる損害が
 　　　　生じた場合は、その損害を施工者と連帯で補償します。
3　 配水施設の引渡し完了までにかかる一切の費用を負担します。
（参考）
土地に関する無償譲渡の手続
※配水タンク等の土地に関する無償譲渡の手続きについては、上下水道局経理課管財係と別途協議すること。
１　必要な書類
（1） 　登記承諾書
（2） 　同地番について一部譲渡については、水道用地だけの分筆書
（3） 　印鑑証明書
（4） 　譲渡用地の金額（参考程度）
２　図      面
（1） 　平  面  図
（2） 　求  積  図
（3） 　字      図
配水施設工事申請書提出書類（綴順）


１　配水施設工事申請書（様式１）


２　都市計画法第29条の規程による開発行為許可通知書　（写）


３　管理予定者等との協議経過書（道路、水道、下水道、消防）　（写）


４　設  計  書（管種、管径、消火栓、構造物他）


５　設  計  図（管路、管種、管径、延長等は朱書）


              ・位  置  図　（Ｓ＝1:2,500）


              ・給水計画平面図　（Ｓ＝1:500   Ｓ＝1:1,000）


              ・配管詳細図


・道路縦断面図


              ・各種構造物 　配 置 図


              ・    〃     　縦横断図


              ・    〃     　平 面 図


              ・    〃     　断 面 図


              ・    〃     　配 筋 図


              ・    〃     　詳 細 図


              ・管網計算書


・各種構造計算書


６　工事着手届


７　工程表


８　現場代理人届


９　主任技術者届


10　材料検査願      





譲渡申請書提出書類（綴順）


１　譲渡申請書（様式3）


２　誓  約  書（様式4）


３　都市計画法第29条の規程による開発許可通知書


４　管理予定者等との協議経過書（道路、水道、下水道、消防）


５　精 算 設 計 書（管種、管径、消火栓、構造物他）


６　竣工図面


            ・給水計画平面図（Ｓ＝1:500） 


            ・配管詳細図、道路縦断面図


            ・各種構造物 配 置 図（Ｓ＝1:100）


            ・    〃     縦横断図


            ・    〃     平 面 図


            ・    〃     断 面 図


            ・    〃     配 筋 図


            ・    〃     詳 細 図


            ・管網計算書


　　　　　　　　　・各種構造計算書


７　竣工写真 （管路を朱書）
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